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１．目的 

自動車事故に起因する遷延性意識障害等の重度後遺障害者の方の多くは、在宅でご家族に 

 よる介護を受けながら療養生活をしており、これらの重度後遺障害者は医療機関において、 

診察・検査・リハビリテーションを受け、また、患者のご家族にとっては、在宅介護技術や 

ケアの方法について医療機関から適切なアドバイスを受けることによって、より安心して在 

宅療養生活ができることが望ましい。 

 このため、当院においては、在宅の重度後遺障害者の受け入れを行い、これらの重度後遺障

害者の方の病状の把握、在宅介護による病状の改善、介護技術の向上を図ることを目的とした

医療的な支援を通じて、在宅の重度後遺障害者の方に関する医学的知見に基づく問題点の発掘、 

解決方法を行うことを目的とする。 

 

２．実施主体 

  当院が実施する。 

 

３．対象者 

  受け入れ対象者は、当分の間、在宅で介護を受けている独立行政法人自動車事故対策機構の

介護料受給者【脊髄損傷：特Ⅰ種、Ⅰ種、（＊Ⅱ種については要相談）】であって、あらかじめ 

協力病院と入院期間等について調整された方（以下「対象者」という。）とする。 

 

４．実施内容 

 （１）次の受け入れ体制を整備する。 

  ①コーディネーターの専任、実施計画の策定 

    コーディネーターは本事業の全体設計・進捗管理、スタッフ研修計画の策定、対象者の

登録、受け入れ計画の策定、対象者の受け入れ日程の調整。 

  ②入浴設備、介護器具等の整備 

  ③スタッフ研修の実施 

    遷延性意識障害者の病状の理解、全身管理のあり方、手法の検討、介護技術研究、リハ

ビリ内容の検討、患者家族に対する介護指導、薬事指導、食事指導等。 

  ④受け入れ窓口の整備 

   受け入れ窓口の設置、診療日程管理（対象者ごと）。 

  ⑤事業内容の実績報告、評価検討体制の整備 

    実利用人員、延利用人員、ケーススタディー、事業を通じた問題点の発掘、解決方法の

検討結果等の報告に向けた体制の整備。 



 

（２）受け入れ開始からは次の業務を行う。 

  ①対象者の病状把握等 

    受け入れ後、医師による診察・検査を行い対象者の病状を把握し、その結果、医師が入

院加療することが必要であると認めた場合、医師が判断した期間内入院させ医学的管理の

下で必要な医療行為を行う。 

  ②介護を行う家族に対する指導・アドバイス 

    在宅介護を行う家族に対して、対象者の症状に応じた適切な在宅介護技術（病状観察法、

入浴法、食事法等）の指導・アドバイスを行う。 

  ③対象者の経過観察 

    医師による観察・検査結果、入院加療の必要性が認められない場合は、院内施設を利用

して対象者の医学的管理の下で経過を観察しながら、在宅介護を行う家族に対して、対象

者の症状に応じた適切な在宅介護技術（病状観察法、入浴法、食事法等）の指導・アドバ

イスをおこなう。 

なお、観察期間内において、対象者に対する治療が必要と認めた場合は、必要な治療行

為を行う。 

  ④事業の実績報告、評価検討 

    実利用人員、延利用人員、ケーススタディー、事業を通じた問題点の発掘、解決方法の

検討結果等の報告に向けた体制の整備。 

 

 

５．対象者の受け入れ期間 

 （１）受け入れから帰宅までの期間は、原則１４日以内とする。 

    ただし、医師が認める入院期間が１４日を超える場合については、受け入れ体制を勘案

して当院が判断する。 

 （２）年間の通算入院日数は３０日以内とする。 

 

 

６．医療保険の適用 

  対象者の病状を把握した結果に基づく医学的知見の下、当院が対象者ごと及び受け入れの 

つど、個別に判断する。 

 

 

７．施行日 

  この実施要領は、平成２３年５月１日より施行する。 


